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大学院での教育・研究内容が
よく分からないから（％）

とても当てはまる

やや当てはまる

あまり当てはまらない

まったく当てはまらない

分からない

65.3

大学入学前

学部1年時

学部2年時

学部3年時

学部4年時

そもそも考えた
ことがない

54.2

社会経済活動は機能的価値から意味的価値を重視する時代へとシフトし、グローバル企業や技術革新の荒波にさらされている企業では、人材獲得
に関する考え方は大きく変化している。このような中、価値発見・価値創造的な視座を提供する人文科学・社会科学分野に対する期待は非常に高
まっており、大学院は高度人材を社会に送り出す役割を果たしていく必要がある。

Ⅰ. はじめに

上記課題は相互に密接に関連していることから、並行して対応を進め、全体としての解決を目指していくことが必要。
社会における人文科学・社会科学系高度人材の価値認知を進めるとともに、大学院において幅広いキャリアパスを念頭に置いた教育・研究指導を
進めることにより、需要と供給の好循環を生み出し、進学したくなる魅力ある環境構築を進める。

Ⅱ. 人文科学・社会科学系大学院の現状

令和5年●月●日
中央教育審議会大学分科会

課題2人文科学・社会科学系の高度人材の能力や活躍の可能性
が、産業界等を含む社会と大学及び学生の間で十分に理解・
共有されていない

課題1 幅広いキャリアパスを見据えた教育課程となっていない
小規模専攻が多く学生の希望テーマに合致する研究指導が
十分に行われていない

社会的評価や認知の不足 大学院教育そのものの課題 

改革の方向性

大学院進学の問題意識がより具体的で明確であり、主体的に自身の興味
関心に合った研究を行うことができ、満足度が高い

一方、大学院での教育研究の魅力が学部生に伝わっておらず、いまだ
大学院は大学教員志望者の進路と考えられており、良い仕事や収入につな
がるとの期待を持たれていない

学位取得までの期間が長く、学生の多様なキャリアパスを支える体系的・組織
的な教育研究の取組が弱い

修了者のキャリアパスが見えにくく、その能力や社会での多様な活躍のロール
モデルが可視化・定着していない

Ⅲ. 今後の人文科学・社会科学系大学院の在り方

人文科学・社会科学系における大学院教育の振興方策について（審議まとめ（案））概要（案）

出典：文部科学省「人文科学・社会科学系の学部学生における大学院進学の意向調査」（令和5年）

大学院への進学を躊躇する理由・難点
ちゅうちょ

進学しないことを決めた時期
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社会的評価の向上と認知の拡大

大学においては、学位授与方針に
おいて学生が身に付けるべき資
質・能力の目標の明確化を徹底。

大学が育成する人材像の明確化 社会が求める人材像の明確化

社会の様々な分野での活躍促進 大学間・企業等とのネットワーク型教育の推進

国際的な大学間連携の推進 リカレント教育やリ・スキリングの推進
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産業界や公的機関等においては、
求める資質・能力に関する具体的
な情報提供の強化や、ロールモデル
の積極的な構築と周知、インターン
シップの受入れや採用拡大を推進。

公的機関等においても、大学院
修了者の採用に積極的に取り組
む。高等教育機関における教育
研究を支える専門職として、URA
など多様なマネジメント人材のキャ
リアパスを充実。

複数大学院が教育研究ネット
ワークを構築し、小規模・分散的な
教育研究指導体制から、チーム型
の教育研究や組織的な就職支援
体制への転換を促進。ネットワーク
を基盤に産業界との連携・協働を
推進。

学生が異文化環境に身を置き、
国際経験を積むことができるよう、
国・地域を越えた国際的なネット
ワークの一層の充実を進め、国の
垣根を越えた協働教育を推進。

産業界等との連携体制の下、養成
する具体的な人材像を共有しなが
ら、社会人の多様なニーズを踏まえ
た学修環境の整備を推進するととも
に、教育研究の場での大学院生と
社会人との交流機会の増加を推進。
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Ⅳ. 具体的方策



3

23.7

社会科学（％）

1～4年以上超過

標準修業年限内

Ⅴ. 大学院教育改革に向けた今後の取組                    

大学院と社会との接続の在り方、リカレント教育推進の在り方、基幹教員や質保証システムの在り方など、引き続き必要な審議を進めていく必要がある。

1 2

3 4

5 6

学位授与方針・教育課程編成の方針に準じた研究指導状況の
可視化（研究指導計画の確認・具体化等）と進捗管理・実績
評価（研究室で適切な指導が行われているかの確認・評価）
等を実施。

教育課程・研究指導の質保証

各学位プログラムにおいて学位を取得するために要する平均年数
各年度における大学院進学者の標準修業年限期間が満了した
時点での修了者、在学者、退学者数と割合（標準修業年限内に
学位を取得していない者については、取得に至っていない原因毎の
数と割合）

各大学において、以下に掲げる事項等について情報公表を促進。

標準修業年限内での円滑な学位授与を進めるため、学生の
問題意識や研究テーマに合った教員から指導を受けられる組織
的な仕組みを構築。体系的な学位プログラムを実施。学生と
教員との間で学位授与に必要なプロセスを確認・共有。

円滑な学位授与の促進

博士課程はあくまでも学位授与に向けた一連の教育課程である
こと、指導教員は標準修業年限に照らした適切な研究指導計画
の策定や研究指導を行う責務があることなどを共通理解として
徹底。

指導教員の意識改革
意識改革を実効性のあるものにするためには、組織的対応が
必要。指導教員と学生の間の研究指導の在り方やキャリアパスの
確保について、定期的・組織的なマネジメントを通じた改革を図る。

研究科又は専攻における指導体制の組織的改革

アカデミック・インブリーディングを抑制して多様な人材が切磋琢磨
する環境整備が必要であり、採用方法の不断の点検を実施。
採用基準や要件・必要な業績等の可視化や、若手教員のポスト
拡充、テニュアトラックの活用等を各大学が実情に応じて促進。

人材の多様性と流動性の確保
学部と大学院の合同ゼミの実施、大学院の授業科目の先取り
履修など、大学院を知る機会を拡大し、進学意欲を高めるために
必要な体制を構築。優秀な学生に対して、早期修了の仕組みを
活用し、社会での活躍や博士後期課程への進学を後押し。

学部と大学院の連携・円滑な接続

博士課程修了者の標準修業年限超過率（令和3年度）

23.8

人文科学（％）

76.2 76.3

幅広いキャリアパスを念頭に置いた教育研究指導の強化2

情報公表の促進3

出典：文部科学省「令和４年度学校基本調査」
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